２０２０年５月　　日
滋賀県知事　三日月 大造　様
　新型コロナウィルス感染症から県民の命と生活を守る緊急署名（団体）
新型コロナウィルス感染症の拡大に対して、政府は5月4日に新たな対処方針を発表しました。滋賀県では、これまで「滋賀１/５ルール」の提唱をはじめ、4月23日からは県内の施設や事業所への休業要請と補償、また治療のための医療施設や軽症者用のホテル確保などの対策を行い、その結果、県内では感染者が減少し、現在では部分的な要請解除をするに至っています。
しかし、第２波・３波の流行が予測され長期的な対応が求められることから、今後も必要な対策は継続しつつも、新たな局面に対応した対策へと補強していく必要があります。
そのために私たちは、これまでの方針を見直し、①医療崩壊を防ぐためにPCR検査体制等を抜本的に拡充する、②中小・個人事業者への損失を補償する視点に立った大規模な財政補助、③県民の生存権保障としての生活支援、の３つの観点から対策を講じるべきと考えています。
従って、新型コロナウィルス感染症から県民の命と生活を守り、一日も早く日常の生活と経済・社会活動を再開するために、県として緊急に以下の項目について要請いたします。
１、PCR検査をはじめとした検査体制の拡充を行うために、次の支援を行うこと。
①PCRセンターを早期に開設すること。
②検査体制確保に協力する医療機関等に対し、必要な財政支援を行うこと。
③マスクや消毒剤、防護服などの衛生資材を確保し、医療・福祉施設に提供すること。

２、休業要請に応じ、顧客・販売が減少した中小零細企業・個人事業者に対し、損失補償の観点から、従来の協力金とは別に県独自の助成金を支給すること。
３、県民の生活保障の観点から、子ども医療費無料化や国民健康保険料の引き下げを緊急的に行うこと。
４、以上のような対策を進めるためにも、国体施設整備計画を見直し、県民の命と暮らしを守るために必要な予算を確保すること
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